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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

 

令和６年６月28日付で提出いたしました有価証券報告書に関し、提出日後の情報の更新がありましたの

で、これを報告するために有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２ 【訂正事項】

 

第３　発行者の概況

　１　発行者が国である場合

　　(2) 経済

   　②　経済実績

       　③　最近の動向

 

３ 【訂正箇所】

 

訂正箇所については、下線を付して示しております。

 

(2) 経済

＜訂正前＞

②　経済実績

 

（省　略）

 

(f) 経済計画

経済財務省は、2024年６月28日に2023年度財政実績報告書（2023 Rendición de Cuentas）を国会に

提出する予定である。下表は、2024年２月現在、2022年度財政実績報告書で示される政府の主なマク

ロ経済想定および政策目標であり、これらは６月末に更新される予定である。

 

（省　略）

 

③ 最近の動向

 

（省　略）

 

＜訂正後＞

②　経済実績

 

（省　略）

 

(f) 経済計画

経済財務省は、2024年６月28日に2023年度財政実績報告書（2023 Rendición de Cuentas）を国会に

提出する予定である。下表は、2024年２月現在、2022年度財政実績報告書で示される政府の主なマク
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ロ経済想定および政策目標であり、これらは６月末に更新される予定である。「－③ 最近の動向－経

済計画－2020年度-2024年度予算」を参照のこと。

 

（省　略）

 

③ 最近の動向

 

（末尾に以下の情報を追加する。）

 

経済計画

2020年度-2024年度予算

2024年６月28日、経済財務省は、2023年度財政責任法（2023 Ley de Rendición de Cuentas）を国

会に提出した。下表の表示には、2024年の主なマクロ経済想定および推計が盛り込まれている。

 

2023年度財政実績報告書に含まれる2024年の主なマクロ経済想定および財政推計

実質GDP成長率（％）  3.0％

消費者物価指数（CPI）年間インフレ率（％）  4.8％

公共部門の基礎的財政収支（GDP比（％））(1)  0.3％の赤字

公共部門の総収支（GDP比（％））(1)  3.5％の赤字

中央政府－社会保障銀行の総合収支（GDP比（％））(1)  3.1％の赤字

 
 

注(1) 五十歳法に基づく社会保障信託基金の影響（見積りではGDPの0.1％）を除く。

資料出所：経済財務省

 

経済財務省はまた、中央政府の財政規律の３本柱に関する2024年度の目標を設定した。GDPに占める

構造的財政収支の暫定的目標は、GDP比で2.9％の赤字とした。実質GDPの潜在成長率の推計に沿った実

質基礎的支出の年間増減率の暫定的目標は2.8％とした。2024年度の純債務の法定上限額（財政規律の

第三の柱）は、2022年度財政責任法における１年前の設定と同水準の23億米ドルとした。

同時に経済財務省は、当年度は第一と第二の柱の目標を達成できないと予測しており、これは2020

年に現財政制度が設定されて以来初めてのことである。具体的には、第一の柱に関して、2024年度の

構造的赤字は目標のGDP比2.9％に対してGDP比3.4％になると試算している。第二の柱に関して政府

は、実質基礎的支出は（目標のGDP比2.8％に対して）GDP比4.8％になると試算している。第三の柱に

関して政府は、2024年度の純債務承認額は法定上限の23億米ドルを僅かに下回る22億9,400万米ドルに

なると推計している。

こうした状況の中、政府は公共支出を抑制するというコミットメントを強化し、名目ペソ建ての総

支出を（2023年に提出された財政実績報告書の2024年度推計比で）概ね同水準に維持する見込みであ

り、ただしここ数か月の全国的な豪雨に伴う緊急事態に対応するための追加支出はこれに含まれな

い。これらの支出は国家緊急対応体制や国内の一部自治体の支援に充てるもので、概算で９億ペソ

（約2,200万米ドル）であり、予算上の名目ペソ建て総支出額を大きく逸脱することは想定されていな

い。
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政府は、ウルグアイ経済の想定および政策構想は策定時において合理的であったと考えているが、

実際の結果は、政府の制御や大きな影響力が及ばないものであり、将来の事象に左右される。した

がって、2024年以降の経済実績（実質GDP成長およびインフレを含む。）および政府の財政実績が、上

記の想定、目標および推計と大きく異なることにならないとの保証はできない。さらに2024年中にお

いて、政府は、国内外の要因に関する最新の動向を反映するため、マクロ経済想定をさらに調整する

可能性がある。

現政権が作成する最後の財政実績報告書が2024年６月に提出され、その中で政府は2020-2024年期の

自らのマクロ経済運営を評価した。評価では特に、2020年のパンデミック、地政学事象による外因性

インフレの影響および2022-2023年期のウルグアイの干ばつに直面しても屈しなかったウルグアイ経済

の強靭性が強調された。構造改革の中で特に重要なものとして、３本の柱に基づく財政規律を定めた

財政制度の新設、退職者制度の財政的持続可能性を高めるための社会保障改革、インフレ抑制を重視

した金融政策の更新（金融政策期間にわたってインフレ期待を強力に抑制する。）、2020年のパンデ

ミック後の（2019年を超える雇用水準までの）雇用回復、およびウルグアイ経済の生産性向上に貢献

するインフラへの大規模投資が実施された。また、金融イノベーションを通じた環境保全を優先し、

より持続可能な開発の道筋を進んでいくための実際的な行動も強調された。
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